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１．研究計画の概要
本研究は、わが国の生活保護制度におい

て、 年度に新たに導入された自立支援2005
プログラムを利用者の視座から捉え直すこ
とにある。そのためにまず、韓国で 年2000
に制定された国民基礎生活保障法の下での
勤労能力のある者を対象とする「自活支援」
の経験における成果と課題を政策評価し、
かつ「自活支援」の実施機関である自活後
見機関の課題について検証する。つぎに、
稼働能力のある者を実質的に排除してきた
生活保護制度において、自立支援政策の導
入により新たに捕捉されるそれらの者に対
しての自立支援のための具体的な効果的援
助方法について韓国のプログラムとの比較
検討を行う。そして、自立支援プログラム
に関する支援機関の在り方について考察す
る。

２．研究の進捗状況
( )生活保護受給者の著しい自治体に対する1
稼働能力者補足と自立支援(就労支援プログ

、 、ラム)実施状況については これまで広島市
釧路市などいくつかの自治体で実施してき
た。

しかし、昨年末来の大型経済不況の影響
により多くの自治体で大幅な生活保護受給
者の増加をみており、主な自治体への再調
査を要するところである。

、( )韓国における自活後見機関の組織・運営2
及び「条件付受給者」に対する自活事業の
実施状況については、大都市部、山村部、
島嶼部ならびに山村部においておおむね全
国的に調査を完了している。

しかし、これまで自活後見機関の任意の
中央組織であった自活後見機関協会は官製
の中央自活センターにとって変わられ、成
果主義的要素を強く求められている。この
ため自活事業の在り方に関し、今後「条件
付受給者」のみならず地域自活センターの
在り方に変化が生じるものと思われる。こ
の点についても、自活後見機関協会側の意
向について調査を要する。

( )韓国の自活支援は、現在国民基礎生活保3
障法から独立した自活支援法へと移行しよ
うとしている。これについては、これまで
政権党へのヒアリングを実施するなどして
動向を把握してきた。また、社会的企業に
ついては法成立過程からみてきたところで
ある。いずれも自活支援と不可分の課題で
あり、今後の動向に注視していきたい。

３．現在までの達成度
おおむむ順調に進展している。

【理由】
韓国の自活事業について、国民基礎生活

保障法の策定過程及び地域自活センターの
運営実態等調査は韓国内全体にわたり順調
に進んでいる。また、政権交代により重要
性を増した自活支援法については今後の動
向に注視する必要があるが、経緯について
は調査済である。そして、自活事業の発展
型として重視すべき社会的企業に関しては、
思いの外調査が進んだ。

しかし、日韓の自活支援（自立支援）に
係る福祉事務所職員の意識調査がまだ進展
しておらず、達成度は②「おおむむ順調に
進展している 」と評価する。。



４．今後の研究の推進方策
本研究は今年度が最終年度となっており、

未実施の韓国の自活支援の行政の担い手で
ある福祉専担公務員と日本における自立支
援の担い手である自立支援専門員に対する
意識調査を遂行する。

また、日本における自立支援（就労支援
プログラム）の実施状況について導入後 年5
経過後の実態調査を利用者の視座から実施
する。

そして、研究のとりまとめ作業を行うこ
ととしたい。
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